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豪州主要輸出品の鉄鉱石価格高騰
（審査確認番号 2019－TB99）

出所）図表1～3はブルームバーグのデータをもとに
ニッセイアセットマネジメント作成

景気対策本格化を受けた中国の粗鋼生産増が価格押し上げ要因に
 鉄鋼メーカーの主原料である鉄鉱石価格が上昇基調を強めつつある。5月27日時点で約5年ぶりの

水準に上昇。
 鉄鉱石は豪州最大の輸出品であり、輸出額全体の2割強を占める。鉄鉱石価格の上昇で貿易黒字額

が拡大すれば、減速傾向を強めつつある豪州経済を下支えするものと思われる。
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（1）鉄鉱石価格が上昇基調を強める
• 鉄鉱石価格が上昇基調を強めています。国際相場の指
標とされる豪州産・中国北部向け鉄鉱石（鉄分62％の
粉鉱）のスポット（随時契約）価格は、5月27日時点
で約5年ぶりの水準まで上昇しており、年初からの上
昇率は4割を超えています（図表1）。因みに、米国地
質調査所（ＵＳＧＳ）によると、世界の鉄鉱石生産量
（2018年、速報ベース）トップは豪州で、全体の
36％、2位はブラジルで20％、3位は中国で14％、
3ヵ国合計で70％を占めます。

• 鉄鉱石価格上昇の要因としては、①生産量トップの豪
州でサイクロンが発生し、港湾からの積み出しが4月
から停滞したこと、②鉄鉱石世界大手のブラジル・
ヴァーレの鉱山ダムの決壊で供給が細るとの懸念の他、
世界の粗鋼（鉄鉱石等を原料に製造された、圧延・鍛
造等の加工をしてない段階の鋼）生産の約半分を占め
る中国（2017年時点）が増産姿勢を強めていること等
が考えられます。中国の2019年4月の粗鋼生産量は
8,503万トンと、2018年10月の8,255万トンを抜いて
過去最高を更新しました（図表2）。

（2）景気対策を背景に中国の粗鋼生産が急増
• 中国政府は米国との貿易摩擦による景気減速を受けて、
鉄道や道路建設等のインフラ投資や自動車販売テコ入
れのための補助金支給等の景気対策を本格化させてい
ます。景気対策による粗鋼需要の盛り上がりを予想し
た鉄鋼各社が増産姿勢を強めていることが粗鋼生産増
の背景にあるようです。景気対策による需要が今後更
に顕在化することが予想され、またブラジルの事故の
影響が長引き供給不安が残ること等から、鉄鉱石価格
は当面上昇傾向を続けるものと思われます。

（3）豪州の貿易黒字は更に拡大か
• 豪州最大の輸出品は鉄鉱石で、輸出額全体の2割強を
占めています（2018年時点）。同国の貿易黒字は拡大
傾向を続けていますが（図表3）、鉄鉱石価格の上昇
で黒字額が更に増加すれば、2018年4～6月期の実質
ＧＤＰ（国内総生産）成長率（前年同期比）3.1％増を
直近ピークに減速傾向を強めつつある豪州経済を下支
えするものと思われます。

図表1：鉄鉱石価格

図表2：中国の粗鋼生産量

図表3：豪州の貿易収支
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• 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
• 当資料のいかなる内容も将来の市場環境等を保証するものではありません。
• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行
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